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　2007年 4月、総務省は「ICT改革促進プログラム」を発表した。「国際競争力の強化」「通信・放
送分野の改革の推進」「情報通信に係る国際戦略体制の抜本的強化」の 3本を柱としており、その一
つ 「国際競争力の強化」に「ユビキタス特区」の創設があげられている。「ユビキタス特区」では、国際
的に優位にあるユビキタスネットワーク技術等を活用し、世界最先端のサービスの開発、実証実験等を促
進し、日本のイニシアティブによる国際展開可能な「新たなモデル」の確立と、豊かな国民生活の実
現への寄与を目的とし、固定通信、移動通信、コンテンツ、アプリケーションが融合・連携したサービ
スの開発、実証実験等を実施する。北海道、沖縄及び研究開発拠点が集積している場所で、複数のプロ
ジェクトの実証実験が行われる場所などの条件がある。また、今後は他国においても一定の特典を有する
「ユビキタス姉妹特区」を設けるよう働き掛けるなど、国際連携のスキームを検討する予定である。
トピックス1　ICT産業の国際競争力の強化に向けた「ユビキタス特区」の創設
　総務省は、2007年４月 20日に「ICT改革促進プ
ログラム」１）を発表した。このプログラムは 2011
年の完全デジタル元年に向け、利用者の視点に立
って ICT分野の構造改革を加速化し、ICT産業の
国際競争力の強化と我が国の経済を新たな成長の
トレンドに乗せることを目的にしている。そして
「国際競争力の強化」、「通信・放送分野の改革の推
進」、そして「情報通信に係る国際戦略体制の抜本
的強化」を重点３本柱としている。
　柱の一つである「国際競争力の強化」の具体案
に「ユビキタス特区」の創設が挙げられている。
発表では、「世界初の ICTサービスが開発・利用で
きる環境を整備する。固定通信、移動通信、コン
テンツ、アプリケーションが融合・連携した世界
最先端のサービスの開発、実証実験等が円滑に実
施できるよう、規制改革を行う」と述べられている。
この「ユビキタス特区」創設の目的は、国際的に
優位にあるユビキタスネットワーク技術等を活用
し、世界最先端のサービスの開発、実証実験等を
促進し、日本のイニシアティブによる国際展開可
能な新たなモデルを確立するとともに、豊かな国
民生活の実現に寄与することである。
　無線技術を利用するには、まず周波数を確保す
る必要があるが、ある周波数が使用されていると
きに同じ周波数を用いると混信が起きる。これを
避けるため、政府が利用者に免許を付与するとい
う形で周波数政策は展開されてきた。現在、電波
の周波数は、免許を受けた事業者だけが配分を受
けており、通常は割り当てられた周波数を他に使
わせることは認められていない。また、無線技術を
実用に供していくためには、実験が簡単にできるこ
とも重要であるが、我が国では屋外実験を行おうと
する者は個別に免許を得なければならない２）。
　上記の特区ではこうした制約を緩和する。具体
的には、企業などに割り当てた電波の使用権を第
三者に貸し出すことを認める「二次取引制度」を
創設する予定である。また、この対象を携帯電話
などに拡大することも検討予定である。例えば、
携帯電話会社などが使用する電波周波数帯のうち、
空きの部分を他の企業などが新事業の実証試験に
有効活用できる環境が整うと、ベンチャー企業な
どが電波の利用権を買い上げて容易に新規参入す
ることが可能になる。
　総務省では、「ユビキタス特区」の創設にあたり、
次のようなプロジェクトイメージを描いている。
蘆 固定通信、移動通信、放送の融合・連携サー
ビス、各種アプリケーションの開発
蘆 携帯、自動車、家電、ロボット等日本の強み
をいかした組み合わせプロジェクト
蘆世界最先端のユビキタス端末の開発・実証
蘆次世代携帯電話に関する開発・実証
　「ユビキタス特区」は、北海道、沖縄及び研究開
発拠点が集積している場所であり、複数のプロジ
ェクトの実証実験が行われる場所が地域の対象で
あり、また期限は 2010 年度末までと明記されてい
る。さらに、「ユビキタス特区」の構想では、国内
にとどまらず、他国においても一定の特典を有す
る「ユビキタス姉妹特区」を設けるよう働き掛け
るなどといった、国際連携のスキームも検討する。
　先端技術の早期実用化を後押しし、実証試験に
関係する規制を緩和した特区制度の活用は、６月
１日に閣議決定した国の長期戦略指針「イノベー
ション25」の中でも挙げられている３）。
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